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はじめに
地方自治法の改正によって公の施設の管理
に新たな制度が導入された。これまでは,公
の施設の管理については,公共団体のほか,
いわゆる第3セ クターがあたることができ
たが,こ れに対して民間の誰でもが指定管理
者 となれる道 を開いた ものである。行政改
革,民 間活力の活用 という大きな流れのひと
つであるが,公 立博物館の管理運営にあた
り,導入された指定管理者制度はどのような
意味があ り,どのような問題があるのかを検
討しておきたい。
1.指定管理者制度
指定管理者制度 とは,地 方 自治法第244条
の改正によって導入された制度で,「普通地
方公共団体は,公 の施設の設置の 目的を効果
的に達成す るため必要 があると認めるとき
は,条 例の定めるところにより,法人その他
の団体であって当該普通地方公共団体が指定
するもの(以 下本条および第244条の4に お
いて 「指定管理者」 という。)に,当該公の
施設の管理を行わせることができる。」 とい
うものである。 この改正法の2003年9月施
行により,2006年9月までに公の施設の管
理運営に関 して条例改正を迫 られることにな
った。具体的に言えば,現 在,管 理委託制度
によっている公の施設については,直営に戻
すか指定管理者制度に移行するのかを決定
し,必要な条例改正をしなければな らないこ
とになるということである。
その導入の背景には,規 制緩和 ・市場化テ
ス トという一連の行政改革の推進がある。
1999年のPFI法の制定によって,公 共施設
の整備推進に民間資金等を活用する道が開か
れたが,施設建設のみならずその後の管理運
営をも一体 とした ものでなければ,参 入企業
にとっては必ずしもうまみがないという指摘
があったことや,2002年の構造改革特区構
想の論議の中で,複数の地方 自治体から公の
施設を含めて民間活力の活用拡大による自治
体財政のコス ト削減が要望されたという。ま
た,広 範な分野にわたってNPO設立が進ん
でいるが,そ の活躍の場を拡大する方向性も
狙いとしてはあると考えられる。やや硬直し
た自治体による公の施設のサーヴィスを,市
民のニーズの多様化に即応 したものにするに
は民間のノウハウがより適当であるとする意
識も醸成されたと見 られる。
これまでの管理委託制度では,自 治体の管
理権限の下,具 体的な管理の事務 ・業務を管
理受託者が執行できるとして,管理受託者 と
なれるものは地方 自治体が出資 している法人
(いわゆる第3セ クター)な どに限定されて
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いた。今回の指定管理者制度は,指 定管理者
になりうるものの制限がな く,株式会社等の
民間営利会社やNPOが参入することを可能
とした ものである。従来,管 理委託者が施設
利用の許認可を行いうるかどうかについては
法的にも明確ではな く争点となっていたが,
今回の改正では 「公の施設を利用する権利に
関する処分」に関係する不服申し立てについ
て 「指定管理者を含む」 と明記されたことに
より,指定管理者が施設利用の許認可を行え
ることにな り,立法的に解決されたといえる
(ただし,不 服申し立て,つ まり 「処分につ
いての審査請求」は,指定老である 「当該普
通地方公共団体の長」に対 してする点は変わ
らない)。これまでの管理委託制度ではこの
許認可権限の問題から,管理職ポス トに出向
職員を置 くのが一般的であったわけだが,指
定管理者制度ではその根拠が失われたといえ
る。
指定管理者制度の導入に当っては,地方 自
治体は,そ の公の施設の 「設置の 目的を効果
的に達成するために必要があると認め」,議
会にはかって決定するという手続 きが必要 と
なる。議決を要する点は,次 の ものである。
・指定管理者に管理を行わせようとする公
の施設の名称
・指定管理者 となる団体の名称
・指定期間
・指定管理者の指定手続き
・管理基準および業務の範囲
・その他必要な事項(こ れについては条例
で定める)
指定管理者の選定に関 して条例で定めるも
の としては,① 指定の手続きとして,申請方
法 と選定基準,②管理の基準,③業務の範囲,
④利用料金の収受,⑤ 事業報告などである。
①の選定基準には,設 置主体である自治体の
施設に対する考え方,つ まり設置の 目的 とど
の ようなサーヴィス提供をしようとするのか
が明確に反映されている必要がある。②では
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施設の適正な管理について必要不可欠な業務
運営の基本的事項(休 館日,開館時間,使 用
制限の要件等)が,③ では当該施設の全業務
か一部かを含んで,指定管理者に委ねる具体
的な業務の範囲が明示される必要がある。④
の利用料金は 「指定管理者の収入として収受
させることができる」ので,こ れを明示する
とともに,利用料金を指定管理者が定めるこ
とができるよう条例で定めるのが一般的とな
る。⑤では毎年度終了後,管 理の業務に関 し
て事業報告書を作成 し提出することを定め,
行政評価の対象 とす る方向がとられる。
公の施設の設置者である自治体 と指定管理
者 との間では,設置者は指定管理者に対 し,
管理の適正を期すため,業務 ・経理の状況に
関 し報告を求め,実施状況について調査 し,
必要な指示をすることができることになって
いる。事業報告の評価および調査の結果,管
理を継続することが適当でないと認めるとき
は,指 定を取 り消し,または期間を定めて業
務の全部または一部の停止を命ずることがで
きることになっている。
2.公 の施設
ところで,この指定管理者制度が導入され
る公の施設 というのは,「住民の福祉を増進
する目的を持ってその利用に供するための施
設」で,地 方公共団体が設けるものをいい,
住民が公の施設を利用することを 「正当な理
由がない限 り」拒んではな らないし,「不当
な差別的取扱いをしてはならない」 とされて
いる。「住民は,法律の定めるところにより,
その属する普通地方公共団体の役務の提供を
ひとしく受ける権利を有する」 という地方 自
治法第10条がその根拠 となっている。公の
施設 とされるものの範囲は,道路,公 園,公
共交通機関,上 下水道,病 院,学 校,保 育
所,幼 稚園,図 書館,博 物館,文 書館,市 民
会館,公 会堂,公 民館,コ ミュニティ施設,
文化施設,ス ポーツ施設等である。
この中には,い わゆる生活インフラとされ
るもの,保 健 ・医療インフラとされるもの,
教育インフラ,文化インフラなどが混在 して
いるが,そ もそ も地方自治法の思想では,
「公共的性格の強い営造物管理は私人に委託
できない」 という原則があった。にもかかわ
らず,地 方財政の肥大化か ら管理委託制度を
導入 した。私人への委託 と公共的性格が両立
しない場合があることへの配慮から,純粋私
人ではな く半官半民 という色彩の第3セ ク
ターを立ち上げたわけだが,自 治体の財政負
担は思うようには縮減せず,一 方で運営の中
心となる理事会に多数の自治体職員が職務上
の役員 として入ることから行政による運営 と
おおきく異なった効率的な経営を実現すると
いうことも必ずしも容易ではなかったといわ
れている。こうした課題の解決策として,全
面的に民間に管理運営を委託できる指定管理
者制度が登場することになるわけだが,「公
共性の強い営造物管理は,私 人に委託できな
い」 という原則と全 く背馳 したこの制度は,
管理委託制度以上に,こ の問題での緊張をは
らんでいる。
今回の法改正の後,総 務省 より出された
「自治行政局通知」(2003年7月17日)によ
ると,指定管理者の選定基準 として,①住民
の平等利用の確保,② 施設効用の最大化,③
管理経費の縮減,④ 管理を安定的に行 う物
的,人 的能力の保有が上げられている。公平
性,効 果性,経 済性,安 定性をそれぞれ求め
ているわけだが,今 回の法改正の背景をなす
一連の動 きと,そ の都度表明されている意
見,考 え方,通 知などで最 も強調されている
のが 「施設効用の最大化」「管理経費の縮減」
「民間にできることは民間に」 という3点 で
あることは注意を要する。 この点 と一方で定
着 しつつある行政評価,事 業評価が,経 済
性,効 率性の追求中心に傾斜 しており,これ
が指定管理者の選定,事 業評価についても導
入されることになると,博物館は営利追求型
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施設へと加速するか,独 自事業を縮小して貸
し館型施設へ と傾斜する危険性が増大するこ
とが危惧される。
そもそも 「施設効用の最大化」の価値指標
がどの程度具体的に定められるのかが問題で
ある。利用者数が一つの目安であることは間
違いのないところであるが,利 用者がどのよ
うな実質的な利用効果を得ているのかを,質
の問題をも含んで測定することは短期的には
きわめて困難 といわさるを得ないし,数値化
して示しにくいために,安 易に利用者数のみ
が価値指標 とされやすい。行政内において
も,効果性の評価手法が全 く未開発,未 発達
なままで,経 済性,効 率性のみを指標とする
ような評価に依拠 して 「公共の福祉」が進め
られることになれば,ど のようなことが進む
ことになるか肌寒さを覚える。
3.博物館と指定管理者制度
博物館は,博物館法あるいは国際博物館会
議の定義に従 うならば,調査 ・研究,収 集 ・
保存,展 示 ・教育 という博物館活動を行う機
関であり,それは社会の負託に応えて公衆の
生涯学習に資する社会的使命を持ったもので
あると理解できる。わが国では,法 的なカテ
ゴリーで言えば図書館,公 民館などとともに
社会教育機関(行 政的には 「社会教育施設」
と呼ばれ,こ の 「施設」意識が博物館の本来
の 「機関」 としての活動を空洞化させる意識
である点に問題があることは度々指摘してい
るところである)と されるが,その他の公の
施設を含めて,調査 ・研究機能が本来の機関
としての業務に含まれている点で,博物館は
他 と大きく異なることに注意 しなければなら
ない。
博物館は単なる資料保存場所や展覧会場で
はないはずだが,求め られる効果性や経済性
は,現状の行政評価では入館者数 と料金収入
でしか数値的には評価されていない。調査 ・
研究の効果をどのように計るのであろう。ま
た博物館を訪れた人 々が何を得て帰ったかの
質量の計測ができるのであろうか。少な くと
も,短期的に数値的な形で表すことはできに
くい。例えば,先年,東 京都による都立の博
物館群の行政評価に基づ き,高尾の自然科学
博物館 と駒場の近代文学館が閉館 となった
が,ど う見てもその理由は経費対入館老数に
よる以外に積極的な理由があるようには読め
なかった。 これまでの調査 ・研究の蓄積,地
域への教育貢献等についての館側の主張や評
価はほ とん ど全 く無視されたにひとしい。 こ
うした評価基準 しか機能 しないままで行け
ば,ほ とん ど例外な くどの公立博物館も経費
を上回る料金収入を得ているものがない現状
では,全 博物館が閉館に追い込まれてもなん
ら不思議ではない。
す くな くとも博物館の諸機能を十全に発揮
しようとすれば,重 厚で緻密な調査研究を基
礎 として,目 的的な資料収集 とこれに基づ く
展示や教育活動の展開と収集資料の万全な保
存 という業務展開が求められる。諸外国の著
名な博物館が社会的にも高い評価を得ている
のは,こ うした諸活動がきちんと行われ,そ
れが市民の眼に見えているからに他ならない
し,そのための国,自 治体や社会の手厚い支
援があっての事である。同規模館で比較 して
も職員数で倍以上の開きがあり,基金額や寄
付の総額も雲泥の差があるともいえる。社会
全体が,よ り豊かな文化的成果を享受するこ
とを求め,文化には金がかかることを知って
いるとともに,文 化に金をかけることを支持
し,よ り効果的に金を使 えるよう税制を工夫
するな ど,現状のわが国とは大きく異なって
いると見るのは僻 目であろうか。
今回の指定管理者制度の導入は,市 場メカ
ニズムに任せておいては実現の困難な社会的
サーヴ ィスを国や公共団体の責任において行
ってきたものを,金 がかかるから止めるとい
うに等 しいものである。なぜならば,強 調さ
れるのがより上質のサーヴィス(博 物館に即
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して言えば,こ れはより多 くの人が来る展覧
会の開催 といった表層の問題ではないのは 自
明のことだが)の提供であるより,経済性 と
表面的な効果性であることにある。選定基準
に満たないものや,事業計画がお粗末なもの
が排除されるのは当たり前の ことながら,同
等の力がある応募者の最終的な選定は入札額
によって決することになるのであろう。企業
的経営で考えれば,よ り多 くの料金収入を得
て,い わゆる儲けを出さないことには,支給
される管理経費以上の収入はないことになり
うまみはない。儲けるためには,よ り多 くの
人が来て くれる展示やイベン トに力が入るの
は必然であろう。今までの公立博物館でも,
経済的要因からばかりではないが,利用者増
の努力をしていなかったわけではないが,広
報体制の弱さ,あ るいは経費の問題で目を見
張るような直接的な結果が得 られたものは限
られていたのであるし,館の性格や方針,基
礎 となる調査研究に立脚 した活動展開を第一
としたことなどから,ス トレー トにアミュー
ズメン トな色彩 を出すこ とは控えられて き
た。それが,指定管理者制度下では,指定管
理者の経営感覚に任されることになり,収益
重視に向かうとなれば,展覧会は,地道な成
果発表型や実験的取 り組みが減少,も しくは
なくなり,大衆的,娯楽的要素の強いものへ
と変わりかねない。ポピュリズムに身をゆだ
ねた博物館の将来はどうなるのだろうか。
この場合,そ こに必要な人材は,専 門科学
の調査研究能力を持つ者 というより,流行に
敏感な仕掛け人,コ ーディネーターというこ
とになるのではないだろうか。調査研究は大
学等に任せ,収 集に当っての鑑定 も専門家を
呼んで充て,博 物館 自身は資料保管 と展覧
会,イ ベン ト開催での収益増に励むというこ
とにな りはしまいか。この状態では資料管理
以外に学芸員は不要 とい うことになるだろ
う。調査研究や資料収集には資金が必要だ
が,こ れによって直接的な収益は上がるもの
ではない。いわば常に持ち出しが続 く世界で
ある。現状の多くの公立博物館でも,この分
野は慢性的な資金不足のままだが,市場 メカ
ニズムにのっとり収益優先に傾いた博物館経
営では,こ うした分野が切 り捨てられたり,
先送 りされたりするのは目に見えている。さ
しあたっては館内外の蓄積をもって今まで と
大きな変化のない運営は行 うことができるだ
ろうが,学芸活動,中 でも調査研究と資料収
集の弱体化や後退は,数年先,十年先にはボ
ディーブローのように効いてきて博物館の基
礎資源を弱体なものにしてしまう。研究蓄積
もな く,資料蓄積もない博物館ならぬ 「薄物
館」になってしまうだろう。それでな くとも
欧米の先進的な博物館との力量の差は拡大し
つつあるのに,基 礎体力 ・基礎資源の酒養を
先送 りしたままでは,こ の格差は拡大するこ
とはあっても縮まることはない。このような
ことを利用者たる市民が望んでい るだ ろう
か。市民の誰もが望まない結果に繋がりかね
ないことをする意味が一体どこにあるのだろ
うか。
学芸員は,博 物館法な どの規定か ら見て
も,調査 ・研究,収 集 ・保存,展 示 ・教育の
専門的事項をつかさどる専門職 つまり研究
者 ・技術者 ・教育者 という三つの性格を併せ
持つ専門職 として規定されているというのが
現在の解釈である。学校教員や社会教育主
事,図 書館司書 と決定的に異なる点は,そ の
専門的業務 として専門の調査 ・研究が位置付
けられている点にあり,学芸員は単なる伝達
者やコーディネーター,サ ーヴィス提供 とは
全 く異なる性格を持つものだという点が重要
である。
指定管理者制度での業務の委託範囲がどこ
までになるのかによって異なるが,学 芸業務
を含めて博物館運営の全てを委ねるというこ
とになれば,指 定管理者は,必 要な調査 ・研
究能力を持った学芸員を配置しなければなら
ないことになる。現状でそうした能力を持つ
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た人材を抱える企業や団体がどれほどあるの
だろうか。また,設置者である自治体自身,
学芸業務を評価できる専門的人材を保有 して
いるのでなければ,業 績評価は表面的な数値
による以上には踏み込めず,耐 震強度の偽造
を見抜けなかった建築確認審査と同じ過ちを
繰 り返すことに繋が りかねないのではないだ
ろうか。
また,い わゆる学芸業務までを指定管理者
に委託した場合,指 定管理者の擁する学芸員
の調査 ・研究成果は博物館 としての成果蓄積
となるのか,指定管理者のものなのか,はた
また学芸員個人に属すべきものなのか,数年
先には大きな問題 となる予感がする。
4.ま とめにかえて
このように見て くると,少なくとも博物館
に関する限 り,指定管理者による博物館の運
営については少なからず問題があるといわざ
るを得ないし,そ もそも原理的に誤 りを含ん
だ政治的選択だといわざるを得ないであろう。
今最 も必要 とされることは,博物館を含む
多 くの 「文化施設」の役割 ・機能を再確認す
ることであり,単純な数値的指標だけでは問
題のある効果性の評価を,誰 が,ど のように
して,ど のような基準で行 うのかを早急に確
立することである。
公の施設が,単純に市民の顕在需要に迎合
するのみで,本来の社会的 ・文化的機能を実
現 したことになるのかどうか,そ もそも市民
のニーズとはどのようにして把握することが
できるのか,よ り多数の求めに応じ,少数者
のニーズは閑却 して しまっていい ものなの
か,多 数の,あ るいは声の大きな市民の顕在
需要に従って 「文化施設」が運営されるとす
れば,安 易なポピュリズムに陥ることにな り
はしないかといった問題をきちん と論議する
必要がある。そして,社 会の潜在的需要の調
査 ・掘 り起こしとこれに対応する積極的な施
策が必要ではないだろうか。
公の施設の理念を根底から覆すことに繋が
りかねない今回の制度を受け入れさるを得な
い とするならば,ま たこれに対する関係者や
市民から問題を指摘する声があがらないので
あれば,そ れがわが国の文化行政の現在水準
をそのまま表すものだといわなければならな
いのであろうか。
IntroducingtheSpecifiedManagerSystemtotheMuseumsPossessed
byLocalGovernments
YAJIMAKunio
In2003,theactoflocalautonomywasrevisedonthemanagementofpublicinstitutionssuchasmuse-
um,library,communitycentre,culturalhallandetc..Introducingthespecifiedmanagersystemthat
couldbepossibletotakepartinanyonewhowanttomanageapublicinstitution,themanagementofpub-
licinstitutionswouldchangedrastically.Butincaseofmuseummanagements,thissystemhasprinciple
deficienciesJfaprivatecompanyspecifythemanagerofpublicinstitution,itwouldbedif五culttocarry
outperfectactivitiesofthepublicinstitutionwithoutseekingownprofits.Forprivatecompanies,seek-
ingownpro6tsshouldbethefirst.Itwouldbeobviousthatthemuseummanagedbyspeci丘edmanager
ofprivatecompanywouldtakethewayofprofitsseekingflatteringpopulism.Academicresearchand
collectingspecimensand/orobjectsshouldmakethefundamentalassetsofmuseums.Buttheseactivi-
tiescannotbringoutmonetaryprofitsdirectly,so,Iamafraidthatalmostofspec岨edmanagersofpri・
vatecompanieswouldnotinvestorwouldturntopoorinvestmentinsuchfieldandactivities.Ifso,it
shoulddestroymanylocalmuseumsasaresult.
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